
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

2016 年（平成 28 年） 

 10 月 25 日（火） 
発行：税理士法人 SBC パートナーズ 
   大阪市北区太融寺町 3番 24号 

 日本生命梅田第二ビル 3階 

 

 

 

 

まだ間に合う法人成り！ 
 

日 時：2016 年 12 月 8 日（木）    

8:00～9：00（開場７:45～） 
 
講 師：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ  

税理士 衣 川  匡 之  
 
対 象：経営者・経理担当者 

 
定 員：5 名（先着順） 

 
参加費：1 名様 3,000 円（税込）  

弊社顧問契約先 1,000 円(税込) 

※当日会場にてお渡し下さい。 

 
会 場：税理士法人ＳＢＣﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 

名古屋支店 会議室 
 

お問合せ：税理士法人 SBC ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 
     Tel: 052-203-1112  
 

（担当：稲垣・野々部） 

 

SBC Seminar 
 

セミナー案内 

 

 

 

 

免税事業者が事業用不動産を

売却する場合には、相手方に

消費税を請求していいのか疑

問が生じますが、免税事業者

との取引であっても課税取引

であれば消費税自体は発生

し、買い手側が課税事業者で

あれば、支払った消費税を仕

入税額控除として計算するこ

とになります。そのため、免

税事業者であっても、建物の

売価に係る消費税を請求する

ことが一般的です。もちろん

土地の売価部分は、消費税は

請求できません。 

Ｓｃｏｐｅ 

免税事業者と消費税 

SBC  Ｆｉｒｓｔ Ｔａｘ 
エスビーシー・ファーストタックス 

免税事業者が事業用不動産を売却した場合 

非課税も売却年以降の消費税の影響に注意 
 

不動産の売却はその対価が多額になることから、消費税の負担

への影響が大きくなる。土地・建物を売却した場合、建物は消費

税の課税対象だが、土地は非課税となっている。ただし、自宅な

どの非業務用の建物は、たとえ課税事業者であっても、消費税は

課税されない。問題となるのは、貸家やアパート、店舗などの建

物である事業用不動産の売却だが、ここでも消費税が課税される

のは課税事業者のみとなる。 

免税事業者に該当する場合は、その対価がどんなに大きくても、

売却に係る消費税の負担は生じない。 

しかし、注意したいのは、売却した年以降の消費税に影響を及

ぼすことだ。免税事業者が業務用建物を売却した結果、その年の

課税売上高が 1000 万円を超えた場合には、翌々年に課税事業者と

なるので、翌々年に課税売上があった場合には、その分に消費税

が課税されることになる。 

また、平成 25年１月１日以後に開始する年については、特定期

間（その年の前年の１月１日から６月 30日までの期間）の課税売

上高が 1000 万円を超えた場合には、基準期間（前々年）の課税売

上高が 1000 万円以下であっても、翌年から課税事業者とされる。 

ただし、課税売上高に代えて、給与等支払額の合計額により判

定することもできるので、その６ヵ月間の給与等支払額が 1000 万

円を超えていなければ、免税事業者と判定することができる。 

したがって、給与等支払額の状況によっては、特定期間を避け

て、７月以降の売却を検討する必要がある。そのほか、基準期間

の課税売上高が 5000 万円を超える場合には、消費税簡易課税制度

選択届出書を提出している場合であっても、当課税期間について

は簡易課税を適用することができない。つまり、建物の売却によ

り基準期間の課税売上高が著しく増加すると、課税事業者の判定

や簡易課税制度の適用の可否にも影響が及ぶことになる。 

専門家・実務家のための税務戦略ニュース 毎月 3回（5 日.15 日.25 日）発行 

 【注意】当記事に記載されている情報に万が一誤りがあった場合、または当記事を利用することにより生じた損失や損害などについては、いかなる 

場合も一切の責任を負いません。あらかじめご了承ください。 


